






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　防衛ハンドブック』、Ryukyu Islands Facts 
Book, September 1959.
24）吉田『日米同盟の制度化』、39ページ。
25）原彬久『日米関係の構図』NHKブックス、
1991年、59ページ。
26）吉田『日米同盟の制度化』、167～168ページ。
27）野添文彬『沖縄返還後の日米安保―米軍基地を
めぐる相克』吉川弘文館、2016年。
28）森本敏・石破茂・西修『国防軍とは何か』幻冬
舎ルネッサンス新書、2013年、273ページ。
29）この３つの方向性に関しては、平良「米軍基地
問題は日本全体の問題だ」を参照のこと。
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30）森本他『国防軍とは何か』、273ページ。
31）雨宮昭一は、「戦後体制の一環である憲法体
制、特に第９条は米国の属国化の継続を意味す
る」と指摘した上で、その「９条を維持してか
つ属国にならない在り方はいかに可能か」とい
う重要な問いを提起している。雨宮昭一ブログ、
2018年12月30日。
32）渡邉昭夫は次のように述べている。「戦後日本
では、…敗戦国として政策的・意図的に『非
軍事化』が進んだので、欧米諸国よりポスト・
モダン化はより先へと進んでいる」。渡邉昭夫
『国際社会との関わり方を考える』ヌース出版、
2017年、82ページ。
33）筆者は現在、冷戦終結後の1994年に作成された
いわゆる「樋口レポート」（渡邉昭夫起草）に
注目しており、それを現代的文脈のなかで再構
成する作業が必要だと考えている。筆者の今後
の重要な課題の１つである。なお、「樋口レポ
ート」に関しては、平良好利「冷戦終結と日本
の安全保障構想―防衛問題懇談会の議論を中心
として」河野康子、渡邉昭夫編『安全保障政策
と戦後日本 1972～1994 ―記憶と記録の中の日
米安保』千倉書房、2016年を参照のこと。
【補論】沖縄県民投票にみる新しいあり方
2018年の沖縄県知事選挙と同様に、2019年２月24
日に実施された県民投票も、その結果がどうであれ、
辺野古移設を推し進めるというのが安倍政権の姿勢
である。そうした姿勢をとり続けることができるの
は、国会の圧倒的多数が辺野古移設推進の立場にあ
り、しかもこの問題が日本全体の問題にまでなって
いないことを、同政権がよく知っているからだろう。
またその背後には問題を先送りせずに解決すると
いういわば「決める政治」があり、沖縄で強い反対
の声があっても押し通すという「力の政治」が展開
される。このやり方は沖縄県民の反発をますます高
め、事態をより深刻なものにするが、今の本土の政
治社会状況からして、同政権はこれを「沖縄の問
題」に限定できると見込んでいるのだろう。
よってこの局面を変えるためには、問題をいかに
「日本全体の問題」にまで高めることができるのか、
という点にかかっている。つまり、この問題に関心
を持たない、あるいは知らない多くの国民がどれだ
けみずからの問題としてこれを認識し、当事者意識
を持つことができるのか、という点にかかっている
のである。この観点から考えた場合、今回の県民投
票は少なくとも次の２つの点で可能性を秘めている。
以下、その点に絞って論じてみたい。
まず第１は、問題との向き合い方についてである。
この点で注目したいのは、今回の県民投票のプロセ
スで県民の一部がみせた、とくに若者の一部がみせ
た、意見の違う相手を排除することなく対話の中で
認識を深めていく、という姿勢である。これは賛成
か反対かのみを重視する姿勢ではなく、もっと柔軟
で外に開かれたものであり、当事者性の新しいあり
方だといえる。問題を国民的な議論にまで高めると
いう観点からみた場合、この姿勢は重要ではないだ
ろうか。
よって、この新しい姿勢を尊重・発展させ、賛否
を超えたところでの対話を活性化させ、議論のレベ
ルを変えていくことが求められよう。つまり、沖縄
の過重な基地負担をどう考えるのか、またこの過重
な基地負担を土台に成り立っているこの「国のかた
ち」をどう考えるのか、といった次元にまで議論を
高め、賛成・反対の対立構図を解いていくことが必
要であろう。
第２は、問題の広げ方についてである。この点で
示唆的なのは、県民投票の実施に動いた若者たちの
行動様式である。1996年の県民投票では連合沖縄を
中心にして既存の労働組合や政党などが実施に向け
た主導力を発揮したが、今回の県民投票では何より
も若者たちが主導力を発揮し、労働組合や政党など
の既存組織を動かしていった。当初これらの既存組
織は県民投票の実施に消極的な態度をとっていたが、
若者たちの勢いある行動に押されて結局のところ取
り組まざるをえなかったのである。
また、５市で県民投票の実施が危ぶまれるなか、
「辺野古」県民投票の会の若き代表、元山仁士郎氏
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のハンガーストライキとそれを支える市民の動きな
どをきっかけにして、県民投票に消極的だった公明
党県本と自民党県連が実施の方向に動き出し、結局
のところ全県実施が実現するのであった。
こうした若者たちを中心とした草の根の動きは、
決して労働組合や政党などの既存組織に頼った動き
でもなく、またそれと対立した動きでもなく、かと
いって無視するような動きでもなく、少なくともこ
れまでの沖縄にはなかった行動様式である。つまり、
既存の大組織に頼らず草の根で支持を広げていき、
その広がりのなかで既存組織をも包摂し、同じ方向
に動かしていったのである。
もちろん、それが沖縄で可能となった客観的条件
があるのは確かだろうが、この新しい行動のあり方
は、問題を国民的な議論にまで高めていく上でも、
また高い次元から政権側を同じ方向に動かしていく
上でも、重要な示唆を与えてくれるものである。た
とえば、問題を日本全国に広げていくにあたり、こ
れまでは中央（東京）に目を向け、既存の大組織
（大手メディア、政党本部、労働組合本部など）に
頼っていた面が強かったが、その中央の大組織に依
存するのでもなく、対立するのでもなく、また無視
するのでもない、新しいあり方を考える上で、今回
の若者たちの動きは示唆的である。
また、これとの関連でいえば、「辺野古」県民投
票の会副代表を務めた安里長従氏などが提案する
「沖縄発　新しい提案」は、それこそ地方自治体レ
ベルから問題を国民的な議論にまで高めていくとい
うアプローチをとっており、興味深い。それに基づ
き東京の小金井市議会、続いて小平市議会で意見書
が可決され、現実には物事が動いている（この提案
については、新しい提案実行委員会編『沖縄発　新
しい提案』ボーダーインク、2018年を参照）。また、
全国各地で草の根の基地引き取り運動が持続的に展
開されていることも、重要な動きであろう。
いずれにしても、問題を「日本全体の問題」にま
で高めていくためには、従来の発想を超えたあらゆ
る次元からの多種多様な働きかけが必要であり、ま
た「対立」ではなくそれをも「包摂」する新しい思
考様式と行動様式が求められよう。
県民投票のプロセスでみられたこの新しいあり方
は、安倍政権の「決める政治」「力の政治」とは異
なるあり方を示しており、これをさらにバージョン
アップさせ、「次元を変える政治」を展開していく
ことが、今回の県民投票を生かす道ではないだろう
か。
（『OKIRON』2019年３月８日掲載）
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